
82 

平成２５年度消費者教育フェスタ 

81 

第３部 多様な主体の連携・協働による消費者教育の推進体制づ

くりと支援 

１．文部科学省の取組 

平成２５年度より、地域における消費者教育が連携・協働により一層推進されること

となるよう、効果的な連携・協働による消費者教育推進体制づくりの支援のため、連携・

協働による消費者教育推進のための実証的調査研究のほか、「消費者教育フェスタ」や

「消費者教育アドバイザー」の派遣等の取組を実施。 

消費者教育フェスタ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

◇ 趣 旨 

 文部科学省の消費者教育に関する事業（生涯学習政策局、初等中等教育局）の成

果を広く還元するとともに、消費者教育を実践する多様な主体と連携・協働するこ

とにより、消費者教育の更なる推進を図るため、平成２２年度より実施。 

◇ 主 催  文部科学省 

◇ 協 力  社会的責任に関する円卓会議 
＜社会的責任に関する円卓会議＞ 
 多様な主体（事業者団体、消費者団体、労働組合、ＮＰＯ・ＮＧＯ、金融、行政）

が対等な立場で参加し、政府だけでは解決できない課題に協働して取り組むための

枠組み。（平成２１年３月設立） 

◇ 主な参加者  教育委員会関係者、消費者行政関係者、大学関係者、消費者教育 

◇ これまでの実績   
・平成２２年度  平成２３年２月２２日、２３日 （文部科学省講堂） 
・平成２３年度  平成２４年１月１８日     （文部科学省講堂） 

平成２４年２月２２日、２３日 （岐阜県岐阜市） 
岐阜県、岐阜市、岐阜県教育委員会、岐阜市教育委員会と共催 

・平成２４年度  平成２５年１月３０日、３１日 （兵庫県神戸市） 
神戸市、神戸市教育委員会、神戸市消費者協会と共催 

平成２５年２月２７日、２８日 （東京都 イイノホール） 
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86 

２．平成２５年度消費者教育フェスタ及びアドバイザー派遣事業の検証 
「学校・保護者・消費生活センターが取り組む「親子で学ぶ消費者教育」に参加し

て」 

 

 

 
 
 
 

 公益財団法人消費者教育支援センター 
総括主任研究員 柿野成美 

 
文部科学省に設置された消費者教育アドバイザーとして、岐阜市教育委員会に派

遣された。岐阜市は平成 23 年度に開催された消費者教育フェスタの開催地であり、

その時の全体テーマ「親子で学ぶ消費者教育」を継承して、フェスタ終了後も各学

校で実践が深められている地域である。 

11 月 8 日、岐阜市立加納中学校で行われた授業は、中学 1 年家庭科の D「身近な

消費生活と環境」のうち「消費者の権利と責任」を扱うものであった。この内容は、

学習指導要領改訂で新たに学習内容として位置づけられたもので、家庭科教員にと

って教えづらい内容の上位に挙げられるものである。生徒にとって身近な「折りた

たみ自転車が壊れた事例」を取り上げ、「商品トラブルにあったときには、どのよ

うな対応をするとよいのだろう」と質問するところから授業が始まった。 

本実践には主に 3 つの特徴があった。 

第一の特徴は、岐阜市消費生活センタ

ーとの連携・協働である。従来、消費生

活センターが学校と関わりを持つ場合、

センターの職員や消費生活相談員が出前

講座の講師として出向き、与えられた時

間を使って話をするケースが一般的であ

る。しかし、岐阜市消費生活センターは、

授業を実践する教員と消費生活相談員が TT（ティームティーチング）で共に授業を

作り上げる形をとっている。通常の教科の学習において、ゲストティーチャーとし

て消費生活相談員を迎え、教員の進行の中で登場する方法は、学習者からみた場合

に本来もっとも効果的な方法と言えよう。 

85 

 

消費者教育アドバイザーの派遣 

 
 文部科学省では、平成２５年度から、地域における消費者教育が、連携・協働により

一層推進されるよう、有識者や実践活動者を「消費者教育アドバイザー」として、地方

自治体等からの求めに応じて派遣する制度を実施しています。 
 地域における消費者教育の推進を図るため、「消費者教育アドバイザー」を積極的に

御活用ください。 
 
【消費者教育アドバイザー】 

荒 木 武 文  神戸市教育委員会事務局健康教育担当部長 
あんびるえつこ  子供のお金教育を考える会代表 
上 村 協 子  東京家政学院大学副学長 
柿 野 成 美  公益財団法人消費者教育支援センター総括主任研究員 
清 國 祐 二  香川大学生涯学習教育研究センター長 
須 黒 真寿美  公益社団法人全国消費生活相談員協会参与 
西 村 隆 男  横浜国立大学教育人間科学部教授 
萩 原 なつ子  立教大学大学院 21 世紀社会デザイン研究科教授 

 
【想定される活動例】 

・地方自治体における消費者教育推進方策に係る指導助言 
・消費者教育に関するフォーラム等における講演、パネリスト 
・教職員、民生委員、社会福祉主事等に対する研修等の講師 
・連携・協働体制構築のためのコーディネーター     等 

 

○文部科学省ホームページ 「消費者教育アドバイザー」派遣の実施について 
  URL: http://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/syouhisha/detail/1339570.htm 
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88 

を理解する。本授業内容は消費者被害防止の視点のみならず、消費者市民社会実現

に向けた内容になっていたことから、この展開方法は他の実践者にとって大いに参

考になろう。 

 

今回の岐阜市の事例は、消費者教育フェスタの地方開催という機会を活かして、

市内全域に消費者教育の基盤ができたからこそ、実現が可能になったと思われる。

この取組を岐阜市として持続可能な枠組みとしていくために、より一層充実した体

制整備を期待したい。  

また、一般的にハードルが高い学校と消費生活センターの連携を可能にしたのは、

連携の発端となった一人の熱心な教員と、その想いを受け入れた熱心な一人の消費

生活相談員との協働が基礎にあった。一つの成功事例を市内の家庭科教員に広げる

ための働きかけを行った相談員側の努力が、今回の実践事例につながっていること

も忘れてはならないだろう。今後、このような実践を他市でも実践できるようにす

るには、学校、消費生活センター双方にどのような働きかけが必要なのか、推進体

制作りの観点から十分な議論が必要であろう。 

 

（参考文献） 

神山留美子「実践報告 消費者の権利と責任をどのように教えるか？～消費生活相談員との

協動から見えたもの～」『消費者教育研究』No.154, 2012 

87 

この様子は、名古屋で開催された消費者教育フェスタにおいて、教員と消費生活

相談員の打ち合わせから授業に至る様子についてロールプレイ方式で報告があり、

その内容の詳細を共有化できたことは大きな収穫だった。教員との連携では、事前

打ち合わせの時間をどのように工面するかが課題となるが、打ち合わせのポイント

を具体化していくことで相互に負担感は減るであろう。 

授業のプロである教員と、消費生活相談のプロである相談員による授業展開は、

学校における消費者教育のあり方として有益であり、今後、全国的な普及のための

支援方法について、さらなる検討が重ねられる必要がある。 

第二の特徴は、「親子で学ぶ」ために保護者参加

型の授業とし、親子での学びあいを重視した点であ

る。保護者参加型の授業の効果は、授業を受けてい

る生徒が親世代との考え方の相違や、自分たちに不

足している視点の広がりに気づくことができる点に

ある。また、参加した保護者にとっても、子ども達

の消費生活に対する考え方や態度について知る機会

になるだけでなく、普段何気なく行っている自らの

消費生活を客観的に位置づけ、消費者の権利や責任

という枠組みで考える機会となったようだ。 

ただ残念なことに、参加した保護者は全体から見れば限られた人数であったため、

今後多くの保護者に参加してもらうための工夫が必要だと思われた。そのためには、

この取組の意義や当日の様子等を各家庭に積極的に広報していくことが不可欠であ

ろう。 

また、1 回の授業で終わるのではなく、保護者向けの講演会の実施などにつなげて

いく視点も欠かせない。消費生活をテーマに家庭と学校をつなげていくことで、保

護者、生徒の双方にとって、これまでの消費生活を振り返る良い機会になるであろ

う。 

 最後の特徴は、授業内容そのものにある。「商品トラブルにあった時」に、生徒

の多くは自分が納得して購入したのだから仕方がないと考えており、中には「捨て

る」と発言した生徒もあった。生徒は、グループで意見交換したり、保護者の意見

を聞くことで、「商品トラブルにあった時に『伝える』」ことは、他の人の被害を

防ぐために重要なことであることに気づく。また、ゲストティーチャーである消費

生活相談員から、「消費者の声でよりよくなった商品の話」を聞き具体例を見るこ

とで、消費者としての責任を果たすことが、社会全体の幸せにつながっていくこと
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その内容の詳細を共有化できたことは大きな収穫だった。教員との連携では、事前

打ち合わせの時間をどのように工面するかが課題となるが、打ち合わせのポイント

を具体化していくことで相互に負担感は減るであろう。 

授業のプロである教員と、消費生活相談のプロである相談員による授業展開は、

学校における消費者教育のあり方として有益であり、今後、全国的な普及のための

支援方法について、さらなる検討が重ねられる必要がある。 

第二の特徴は、「親子で学ぶ」ために保護者参加

型の授業とし、親子での学びあいを重視した点であ

る。保護者参加型の授業の効果は、授業を受けてい

る生徒が親世代との考え方の相違や、自分たちに不

足している視点の広がりに気づくことができる点に

ある。また、参加した保護者にとっても、子ども達

の消費生活に対する考え方や態度について知る機会

になるだけでなく、普段何気なく行っている自らの

消費生活を客観的に位置づけ、消費者の権利や責任

という枠組みで考える機会となったようだ。 

ただ残念なことに、参加した保護者は全体から見れば限られた人数であったため、

今後多くの保護者に参加してもらうための工夫が必要だと思われた。そのためには、

この取組の意義や当日の様子等を各家庭に積極的に広報していくことが不可欠であ

ろう。 

また、1 回の授業で終わるのではなく、保護者向けの講演会の実施などにつなげて

いく視点も欠かせない。消費生活をテーマに家庭と学校をつなげていくことで、保

護者、生徒の双方にとって、これまでの消費生活を振り返る良い機会になるであろ

う。 

 最後の特徴は、授業内容そのものにある。「商品トラブルにあった時」に、生徒

の多くは自分が納得して購入したのだから仕方がないと考えており、中には「捨て

る」と発言した生徒もあった。生徒は、グループで意見交換したり、保護者の意見

を聞くことで、「商品トラブルにあった時に『伝える』」ことは、他の人の被害を

防ぐために重要なことであることに気づく。また、ゲストティーチャーである消費

生活相談員から、「消費者の声でよりよくなった商品の話」を聞き具体例を見るこ

とで、消費者としての責任を果たすことが、社会全体の幸せにつながっていくこと
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